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ILC 計画に関する主な課題 

 
【学】は日本学術会議所見（2013 年 9 月及び 2018 年 12 月）、【有】は文科省有識者会議（2018
年 7 月）で指摘された課題 
 

１．国際的な研究協力及び費用分担の見通し  

ア．非ホスト国の十分な貢献を含む現実的かつ持続可能な国際費用分担【有】 

イ．諸外国のサイエンスカウンシル等におけるプロジェクトの承認と各国政府の資金確

保に向けた議論の進展【有】 

ウ．国際協力を前提とした人材の育成・確保等の明確な見通し【有】 

※ アについては対応を完結させるためには政府側の対応も必要となる。【有】 

 

２．学術的意義や国民及び科学コミュニティの理解  

ア．欧州の将来円形加速器への参加と比較した，ILC 誘致の意義の整理【学】 

・想定される科学的成果と負担経費の釣り合い 等 

イ．素粒子物理学分野における人材配置や予算配分を含めた議論や諸学問分野の大型計

画も含めた ILC の位置づけに関する議論【学】 

・隣接分野をはじめとする諸分野の学術コミュニティとの対話 等 

ウ．成果等についての国民及び科学コミュニティの広い理解・支持【有】 

・学術全体への影響の可能性や日本の中長期的財政状況も踏まえた理解・支持 
・250GeV ILC 計画の全体像の国民及び国内外の科学コミュニティへの周知・共有 等 

 

３．技術的成立性の明確化  

（１）ILC 加速器等 

ア．ビームダンプ, 電子源・陽電子源，ビーム制御，ダンピングリング，測定器等の目

標性能の明確化と工程表の検討【有・学】 

・窓の耐久性，定期交換技術，耐震性能等を含むビームダンプシステム技術の完成や放
射性物質の漏出事故への備え 

・多くの開発要素を含む２案が併記されている陽電子源について開発コストも考慮した
方針の明確化 

・目標性能を達成するためのビーム制御やダンピングリングの技術の確立  等 

イ．超伝導加速空洞の歩留まりや性能の向上、コスト検証、品質管理等【有・学】 

・設計性能の確実な歩留まりでの実現と更なる性能向上 
・欧州 X 線自由電子レーザー（E-XFEL）のコスト上昇要因の検証 
・参加各国から現物供給される超伝導高周波加速管の品質管理   等 
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ウ．計画通り進まなかった場合の上昇コストとその対策の検討【学】 

・技術開発や製造工程が計画通り進まなかった場合のプランＢやプランＣの検討 等 

（２）土木工事及び環境・安全対策 

ア．様々な場合を想定した地下水浸水対策，耐震設計を含めた地震や火災など不測の事

態への対策についての経費算定も含めた計画【有・学】 

・メインライナックトンネル等の地震時安定性確保や基本的機能の維持 
・近年の大規模地震によるトンネル損傷事例も踏まえた耐震補強対策 
・様々な場合を想定した、機械的手段に頼らない地下水排水等の検討・対策 
・耐震性能の具体的検討に至っていない施設設備の詳細な検討 
・地下の実験ホールとその周辺の耐震設計 
・地震や火災などの不測の事態への対策についての経費算定も含めた計画立案 
・現地の詳細な調査・試験を踏まえた地下構造物の設計   等 

イ．大量の掘削残土の処理方法や処分場所の確保【有】 

・残土に重金属等が含まれる場合の処理方法等の検討と関連機関との事前協議  等 

ウ．大量湧水があった場合の工事費用や工期への影響の検討と対策【有】 

・変状現象に遭遇した場合の工事費用や工期への影響のリスク 
・湧水に重金属等が含まれる場合の処理設備やそのコストへの留意 
・局所的な水量増に対応するための処理設備とそのコスト発生のリスク  等 

エ．抗口周辺や掘削残土の捨て場等の環境調査や土砂災害対策【有】 

オ．放射線防護対策，放射化物の長期維持管理の検討及び地域住民の理解【有・学】 

・加速器や制御システムの信頼性の向上や信頼性の高いビーム損失モニタの装備 
・ビームダンプ等の放射化された実験装置や空洞等の実験終了後の維持管理方法の検討 
・放射性廃棄物の処理を含めた科学的な説明と地域住民の理解 
・発生源と核種及び量を明らかにした放射化物の影響と対策の検討 
・実験遂行に支障を来たさないための実験室内の放射能汚染への万全の対策 
・放射性物質が環境の地下水系に混入する可能性と対策についての入念な調査と十分な

配慮  等 

カ．広範な地下水位低下の可能性も考慮した環境影響評価方針の明確化【有・学】 

・建設工事の前後や途中段階における植生や生態系，小川・沢等の水量の調査 
・2050 年時点における国際的な環境問題の観点からも誇れる施設としての計画と基本

的な方向性の明確化 
・大規模トンネル工事の環境アセスメントに対する地域住民の納得 
・環境アセスメントにおける，生態系への影響，放射化物の生成と処理・保管方法、地

下水の放射化の可能性とその対策，掘削土砂の保管・再利用法、掘削土砂に基準値以
上の重金属等が含まれる場合の処理等の考慮  等 
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４．コスト見積もりの妥当性  

ア．現時点で未計上の経費の算定や経費負担の在り方【学】 

・現時点で経費計上されていない，土地取得経費，海外研究者の生活環境整備，道路や
港湾の整備，トンネル掘削土処理，湧水処理設備，電力引き込みや受変電設備のエネ
ルギーサービス事業化，低圧電源設備，ライフライン等のインフラ，物理解析用計算
機センター等の算定や経費負担の在り方   等 

イ．追加経費発生リスク（技術、工期延長、市場等）への十分な留意【有】 

 

５．人材の育成・確保の見通し  

ア．全体調整を担う指導的人材や総合指揮を執る加速器研究者【学・有】 

イ．国内の人材の所在の把握や人材育成計画の検討【学・有】 

ウ．供給可能な人材の量や時期を踏まえた国際分担【有】 

エ．外国人のための，住環境や家族の生活支援等を含めた環境整備の検討【有】 
 

６．その他  

ア．準備研究所に係る体制等（現行の研究計画からリソースを移行する時期と範囲につ

いての KEK や国内外の関連研究者との議論等）【有】 

・現行の研究計画からのリソースの移行時期と範囲についての KEK や国内外の関連研
究者との議論 

・高エネルギー物理学研究者コミュニティにおける選択と集中を考慮した将来計画の合
意形成   等 

イ．技術的・経済的波及効果【学】 

・企業と研究所の協働による技術の産業界へのスピンアウト 
・イノベーション創出や技術的・経済的波及効果の不透明さ 
・技術的波及効果における ILC 固有技術の応用と加速器一般技術の応用の明確な区別 
・他の事業に投資した場合を考慮した経済波及効果の検討   等 
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文部科学省と米欧の政府機関との意見交換 

 

 

１．米国  

 

○文部科学省及び米国エネルギー省（DOE）は、2016 年にディスカッ

ショングループ（日本側代表：研究振興局担当審議官、米国側代

表：科学局長）を設置。本枠組も活用しつつ、意見交換を実施し

ている。 

 

○米国からは、2019 年 9 月に日本が ILC 計画をホストする場合には

支持すること、現物貢献が可能である旨の表明があったが、現時

点で具体的な貢献の表明はない。 

 
 
２．欧州  
 

○2019 年 7月 

ドイツ連邦教育省（BMBF）、フランス高等教育・研究・イノベーシ

ョン省（MESRI）と意見交換を行い、両政府機関との間でディスカ

ッショングループを設けることに合意。 

 

○2019 年 10 月 

独 BMBF とのディスカッショングループ（日本側代表：研究振興局

担当審議官、独側代表：大型施設・基礎研究部長）を開催するとと

もに、11 月には英国ビジネス・エネルギー産業戦略省（BEIS）と

の意見交換を開始。 

 

 

参考 
（第 2期 第 1回 R3.7.29）資料 3 抜粋 
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○2020 年 2月 

文部科学省は欧州 3か国の政府機関（独 BMBF、仏 MESRI、英 BEIS・

科学技術施設会議（STFC））との意見交換を実施した。先方のコメ

ントは以下の通り。 

 

・英仏独は、様々な国際・国内のプロジェクトを抱えているため、

ILC 計画に参加する資金的な余力はない。 

・（仮にホスト国が土木・建築経費を負担し、加速器本体と運転経

費を米欧日の 1/3 ずつ負担するとした場合の英仏独の参加の可

能性について）英仏独としては、建設コストが多額であることか

ら、それは不可能であり、現実的ではない。 

 

○2020 年 7月 

日米欧の意見交換申し入れた際、欧州側から，英仏独の連名で以下

の返答があった。 

 

・欧州素粒子物理戦略策定後（注）においても、欧州 3か国のスタ

ンスに変わりはなく、各国とも様々な国際・国内のプロジェクト

を抱えているため、ILC 計画に参加する資金的な余力はない。 

・意見交換の開催は、重要なアップデートがあるまで待つべきであ

る。 
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文部科学大臣の国会答弁（ポイント） 
 
 
○令和 3 年 2 月 25 日（木）衆・予算委員会第４分科会 

 

・ILC 計画については、準備研究所のみならず、ILC 計画

本体について、国際分担や技術的成立性を含めた様々

な課題が解決されるとともに、国内外の幅広い協力が

必要である。 
 

・ILC 計画本体に先の見通しがない状況において、準備研

究所に投資することについては、国民の理解を得るこ

とは難しい。準備研究所の予算を検討する前に、明確

な財政的裏打ちも含めて欧米等の ILC 本体への協力の

見込みを確認することが必要である。 

 

参考 
（第 2期 第 1回 R3.7.29）資料 3 抜粋 
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